
（単位：千円）

金　　　額 金　　　額

9,223,800 5,067,257
45,422 870,288
63,006 33,193
402,978
500,443

2,797,288 951,526
2,428,364 68,848

91,801 283,082
1,400,447 12,562
613,020 155,429
502,676 118,512
284,334 1,821,228
40,482 1,188
53,980 622,998
△ 447 28,397

7,109,778 6,388,980
5,790,837 3,900,000
1,640,154 2,424,340
163,834 64,640
362,702

0
1,038

154,380 11,456,237
3,449,828

18,898 4,699,185
480,000

8,280
5,993 4,219,185
2,286 120,000

4,099,185
1,310,659 92,022

42,888 3,000,000
267,825 1,007,163
58,851
898,598
43,196 178,155
△ 700 178,155

4,877,340

16,333,578 16,333,578

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

従 業 員 長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 評価･換算差額等
貸 倒 引 当 金 その他有価証券評価差額金

そ の 他 利 益 剰 余 金
投 資 そ の 他 の 資 産 固定資産圧縮積立金
投 資 有 価 証 券 別 途 積 立 金
関 係 会 社 株 式 繰 越 利 益 剰 余 金

資 本 金
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 利 益 剰 余 金
そ の 他 利 益 準 備 金

工具 、器具及び備品 負 債 合 計
土 地 （ 純 資 産 の 部 ）
建 設 仮 勘 定 株 主 資 本

構 築 物 役員退職慰労引当金
機 械 及 び 装 置
船 舶
車 両 運 搬 具

固 定 資 産 固 定 負 債
有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金
建 物 退 職 給 付 引 当 金

未 収 入 金 前 受 収 益
そ の 他 賞 与 引 当 金
貸 倒 引 当 金 製 品 保 証 引 当 金

未 成 工 事 支 出 金 未 払 消 費 税 等
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 未 成 工 事 受 入 金
繰 延 税 金 資 産 預 り 金

完 成 工 事 未 収 入 金 未 払 金
製 品 未 払 費 用
仕 掛 品 未 払 法 人 税 等

100,000
譲 渡 債 権 未 収 入 金  長 期 借 入 金

売 掛 金 工 事 未 払 金

現 金 及 び 預 金 買 掛 金
受 取 手 形 短 期 借 入 金
電 子 記 録 債 権 1 年 以 内 返 済 予 定 の

（平成２６年３月３１日現在）

科　　　　　　　目 科　　　　　　　目
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産 流 動 負 債

平成２６年７月１日

香川県仲多度郡多度津町南鴨200番地1
四国計測工業株式会社
取 締 役 社 長   津田   富造

第７７期決算公告

貸　　借　　対　　照　　表



注記事項

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産・・・・・・・・定率法

（２）無形固定資産・・・・・・・・定額法

３．引当金の計上基準

（１）

（２）

（３）

（４）退職給付　・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

（５）役員退職　・・・役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく当事業年度末要支

４．製品売上高及び完成工事高の計上方法

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（１）リース取引の処理方法

（２）消費税等の処理方法

（３）連結納税制度の適用

Ⅱ．当期純損益

　　　 税抜方式によっている。

       連結納税制度を適用している。

　　　製品売上高及び完成工事高の計上は、工事契約のうち当事業年度末までの進捗部分について
　　成果の確実性が認められるものは、工事進行基準（進捗の見積もりは原価比例法）を適用し、

　　　　　その他有価証券
　　　　　　時価のあるもの・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

　　その他については工事完成基準を適用している。

 　　　リース取引開始日が平成20年3月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ
　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

慰労引当金　　　給額を計上している。

　　引当金　　　見込額に基づき計上している。なお、過去勤務費用は発生事業年度から
　　　　　　　　５年間で定額法により費用処理、数理計算上の差異は発生翌事業年度か

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法により算定）

　　　　　仕掛品・未成工事支出金・・個別法による原価法
　　　　　原材料及び貯蔵品・製品・・移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　に基づく簿価切下げの方法により算定）

　　　　　　時価のないもの・・・・・移動平均法による原価法

　　　　　　　　を計上している。

  当期純利益                                        7,469 千円        

　　　　　　　　ら５年間で定額法により費用処理している。

製品保証　・・・製品の保証に備えるため、当事業年度の製品に係る収益に対し過去の実
　　引当金　　　績率により算定した保証見込額を計上している。

貸倒引当金・・・売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
　　　　　　　　実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
　　　　　　　　を検討し、回収不能見込額を計上している。
賞与引当金・・・従業員の賞与の支給に充てるため、当事業年度に負担すべき支給見込額
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